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は じ め に

デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー や モ ニ タ リ ン グ と い う 言 葉 を 国 会 の 論 戦 の 場 で も 聞 く よ う に な っ た 今 日

は、 わ が国 で会計や監査を重要な社会的用具と して 再認 識するま たとない好機であるとの観点

に 立 ち、 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ を 会 計 領 域 の 専 門 用 語 で あ る 「会 計 責 任」 と し て で は な く、 そ れ

よりも はるかに一般 的な 概念である 「説明義務」 と して認識 しておく 必要性と、 アカウ ンタ ビ

リティの検証に必須の会 計専門職 （アカウ ンタ ンシー） の要件 につ いての検討を通じて・ 財務

情報の ディスクロー ジャーを 社会関連情報に拡大する可能性 につ いて、 若干の考察を行う。

本 稿 の タ イ ト ル 中、
「説 明 義 務」 は 「ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ」 の 日 本 語 訳 で あ る。 も ち ろ ん、 ア カ

ウンタ ビリティを財務報告の面に 限定 すれば、 会計関連のテキス トで 一般 に訳 して用 いられて

い る と お り 「会 計 責 任」 と い う 用 語 を 使 う こ と が 望 ま し い の か も 知 れ な い。 し か し、 私 は、 こ

の 「会計責任」 という言葉がわれわれの専 門領 域で用 いられている意味内容を理解 したうえで、

なお、 一般の英和辞典での訳語である 「説 明義 務」 を使う方が適切であると考えて いる ので、

あ え て こ の よ う に 訳 し て 用 い た１〕。

そ れ は な ぜ か と い う と、 イ ギ リ ス で の ２ 年 半 の 生 活 経 験 か ら、 ａ ㏄ｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ と い う 言 葉

は、 会計の領域 の専門用 語として 「会計責任」 と訳すの ではなく、 アカウ ンタ ビリティとカタ

カ ナ で 用 い る か、 あ る い は 一 般 的 な 用 語 と し て の 意 味 内 容 を 持 っ て い る と い う こ と を は っ き り

させるために 「説明義務」 と訳す方が良いと考えるようになっ たからである。

そ こ で は、 普 通 の 人 た ち と の 普 通 の 会 話 の 中 で ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ と い う 言 葉 が 非 常 に 頻 繁 に

出 て き た。 も ち ろ ん、 企 業 経 営 者 の ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ と い う 意 味 で も 用 い ら れ た が、 そ れ 以 外

に も、 政 治 家 の ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉ１ｉｔｙ、 町 当 局 の ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉ１ｉｔｙ、 学 校 の ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉ１ｉｔｙ、 慈 善 団

体 の ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ と、 そ の 範 囲 は 多 岐 に わ た っ て い た の で あ る。

そ の意味するところは、 それぞ れの仕事 の責 任を有する立場の人が一般の人 たち に対して説

明 を す る こ と に 関 連 し て い た。 そ の た め、 次 第 に、 わ れ わ れ の 専 門 領 域 に お け る ア カ ウ ン タ ビ
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リティ は、 この よう にイ
ギリスで幅広く用い られ る説 明義務という言葉の一っの領域 に過ぎな

い こ と を 思 い 知 ら さ れ る こ と と な っ た。 こ の よ う に、 こ の 説 明 義 務 と い う 言 葉 が 社 会 で 広 く 認

識されて浸 透していることの重要性を明確にする ために、 ここでは 「会計責任」 ではなく 「説

明義務」 と いう 訳語を用 いているのである。

本稿 では、 ま ず、 説明義務が十分に認識さ れている社会において は
法律で 強制さ れなく とも

監 査 が 自 発 的 に 行 わ れ る と い う Ｗａ１ｌａｃｅ 教 授 の 仮 説 に つ い て 述 べ る。

次 に、 説 明 義 務
が 十 分 に 認 識 さ れ て い る 社 会 に お い て 会 計 専 門 職 （ア カ ウ ン タ ン シ ー）

２） の

果 たしている役割の大きさについて言及する。

■． 白由市場における監査 に対す る需要の発生

Ｗａｌｌａｃｅ 教 授 は、 も し も
監 査 に 評 価 す べ き 属 性 が あ る な ら ば、 た と え 法 律 に よ っ て 強 制 さ

れ な く と も 監 査 に 対 す る 需 要 は 自 由 市 場 に お い て 存 在 し う る と し て、 ス チ ュ ワ ー ド シ ッ
プ （モ

ニ タ リ ン グ） 仮 説、 情 報 仮 説、 保
険 仮 説 の 三 つ の 観 点 か ら 検 討 を 行 っ て い る３）。 こ こ で は、 ス

チュワー ドシッ プ仮説と情報仮 説につ いて概観 し、 それを補強する 市場の証拠の重要性につい

て 考 察 す る。

１． ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ （モ ニ タ リ ン
グ） 仮 説

こ こ で は、 プ リ ン シ
パ ル と 工 一 ジ ェ ン ト と い う 二 つ の 利 害 関 係 者 集 団 が 想 定 さ れ て い 孔 プ

リ ン シ パ ル は 自 分 の た め に 何 ら か の サ ー ビ ス を 提 供 し て く れ る 工 一 ジ ェ ン ト を 雇 用 し、 そ の 際、

何らかの意思決定権を工一 ジェ ントに委譲する。 「契約の束」 と考えられている所有と経営の

分 離 し た 現 代 企 業 に お い て は、 資 本 提 供 者 が プ リ ン シ
パ ル で あ り 経 営 者 が 工 一 ジ ェ ン ト で あ る。

ここで、 これ らの二つ の集 団がともに自分自身の利
益 を最 大化しようと していると仮定すると、

両 者 の 間 で 利 害 の 対 立 が 生 ず る こ と と な る。 し か も、 プ リ ン シ
パ ル が 工 一 ジ ェ ン ト の 行 動 を モ

ニ タ リ ン グ す る の に コ ス ト が か か る の で そ れ を し な い と す れ ば、 工 一 ジ ェ ン ト が 必 ず し も プ リ

ンシパルの最大利 益を 追求するようには行動 しな いだろう ということが想像されるこ ととなる。

こ れ に よ っ て プ リ ン シ パ ル が 負 担 す る コ ス ト が 工 一 ジ ェ ン シ ー ・ コ ス ト と 呼 ば れ る も の で あ る。

し か し な が ら、 プ リ ン シ
パ ル は 工 一 ジ ェ ン ト の サ ー ビ ス に 対 し て 支 払 う 対 価 を 下 方 修 正 す る こ

と に よ っ て あ る 種 の 防 御 を 行 う こ と が で き る と し、 Ｗａｌｌａｃｅ 教 授 は 次 の よ う に 述 べ て い る。

も しも豪華な 重役室や慈善活動のような プリンシパルにとっては一銭の儲 けに もな らな いこ

と を 通 し て 工 一 ジ ェ ン ト の 私 的 利 益 が 最 大 化 さ れ る と プ リ ン シ バ ル が 予 想 す る な ら ば、 プ リ ン

シ パ ル は 工 一 ジ ェ ン ト の 賃 金 を 引 き 下 げ る こ と に よ っ て こ の 予 想 さ れ る 浪 費 を 相 殺 す る こ と が

で き る。

こ の 場 合、 工 一
ジ ェ ン ト は、 そ れ ら

か ら 得 ら れ る ベ ネ フ ィ ッ ト よ り も 賃 金 の 引 き 下 げ に 伴 う
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コ ス ト の 方 が 大 き い と 想 像 す れ ば、 浪 費 し な い よ う に す る 動 機 を 持 つ だ ろ う し、 契 約 書 で そ れ

を 誓 う で あ ろ う。 も し も そ の よ う な 協 定 が で き な け れ ば、 工 一
ジ ェ ン ト は、 別 の プ リ ン シ

パ ル

との間でもっと好ま しい協定を 探す行動をとるか、 もしく は、 自分はそのような浪費を しな い

こ と を 保 証 す る ボ ン デ ィ ン グ 行 動 を 取 る。

と い う の は、 合 理 的 期 待 に 基 づ く と、 工 一
ジ ェ ン ト は、 プ リ ン シ

パ ル が 工 一 ジ ェ ン ト と の 間

の利 害対 立を知っており、 それが自 分にもたらす不利益を想定するこ とができ、 それを防 ぐた

め に あ ら か じ め 能 動 的 に 取 り 得 る 防 御 手 段 が あ る こ と を 推 察 で き る の で、 当 然、 工 一 ジ ェ ン ト

は、 甘 ん じ て そ の コ ス ト の 全 て を 自 分 が 引 き 受 け る よ り も、 自 発 的 に モ ニ タ リ ン グ を 受 け た 方

が 良 い と い う こ と に な る か ら で あ る。

モ ニ タ リ ン グ の 手 段 に は 様 々 な 形 態 の も の が あ る が、 工 一 ジ ェ ン ト の 成 果 を 継 続 的 に 監 視 す

る 手 段 と し て は、 財 務 諸 表 が 最 適 で あ る と 考 え ら れ る。 し か し な が ら、 も し も 工 一 ジ ェ ン ト の

提供する数字を プリ ンシパ ルが信用 しなかったな らば、 財 務諸表の開示は何ら効果を持たな い

こ と と な る。 し た が っ て、 財 務 諸 表 を 提 供 す る こ と に 加 え て、 工 一 ジ ェ ン ト は、 報 告 さ れ て い

る数 字には偶発的誤りも重大な不正 も存 在しないという証拠を 提供 することに同意することと

なる。 こ の保証を提供するものが独立監 査な のである。

そ して、 こ の説明によれば財務諸表の 開示 を求める誘因は プリ ンシパルの方ではなくて工一

ジ ェ ン ト の 側 に あ る と い う こ と に な る か ら、 監 査 報 酬 は 被 監 査 会 社 が 負 担 し て 当 然 な の で あ る。

以上のように、 この 仮説の意味するところ は、 企業 の財務情報公開を要求する とともにその

情報 を独立 監査 人に証 明さ せる こと がプリ ンシ パルで ある 株主に とっ て有益 なだ けでなく、

工 一 ジ ェ ン ト で あ る 経 営 者 の 側 に こ そ そ れ に 対 す る 経 済 的 誘 因 が あ る と い う こ と な の で あ る。

そ れゆえ、 この仮説に基づくと、 監査は法律で強制さ れなく とも当事者の間で自発的に行わ れ

ることに加えて、 その際に監査報酬 を負 担するのが情報の利用 者ではなく 被監査会社であるこ

と が、 合 理 的 に 説 明 さ れ る こ と と な る。

２． 情 報 仮 説

上 述 の ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ 仮 説 で は、 契 約 関 係 に あ る と 考 え ら れ る 株 主 と 経 営 者 と の 間 の

工一ジェ ンシー 関係 につ いては説明が可能である が、 ま だ契約関係にはない投資家と 経営者と

の 間 の 監 査 済 財 務 情 報 の 開 示 に つ い て は 説 明 す る こ と が で き な い。 Ｗａ１１ａｃｅ 教 授 は、 そ れ に

つ いては 「情報仮説」 と いう 仮説を用 いて説明する。

す な わ ち、 情 報 に は、 リ ス ク の 軽 減、 意 思 決 定 の 改 善、 売 買 利 益 の 獲 得 と い う
ベ ネ ブ ィ ッ ト

が あ る と 考 え ら れ て お り、 こ れ が 情 報 の 価 値 と 認 識 さ れ る。 リ ス ク を 回 避 し た い 投 資 家 は、 自

分 たち の投 資意思決定に役立てるため に情 報を求め、 他方の経営者 は投 資を してもらう必要性

に駆 られて、 投資家に対して監査済財務諸 表という形での情報を提供すると いう ものである。

た だ、 Ｗａ１１ａｃｅ 教 授 は 規 制 不 要 論 者 で あ る か ら、 情 報 の 公 共 財 と し て の 特 徴 と フ リ ー ラ イ
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ダ ー の 問 題 と の 関 連 で、
現 在 の ＳＥＣ 監 査 と い う 強 制 的 デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー 政 策 を 正 当 化 す る

ためにこの 仮説が用い られてきているこ とを批判 し、「私的な市 場メ カニ
ズム を利 用 した場 合

と規制を利用 した場合とのコ スト・ベネフィ ットを比較 した結果が政府の介入
を勧 告す るもの

であるかどうか は明 らか ではな い」 という主張を結論と してい 乱

し か し、 こ こ で の 議 論 に
と っ て は、 こ の 結 論 よ り

も、 経 営 者 が 投 資 家 に 情 報
を 提 供 す る の は、

情報を提供 しな ければ投資家からの投資を期待すること ができな い・ すな わち・ 外部
からの圧

力が経 営者 をして自発的に情報を提供せざるを得な い状 況に追い込んでいるのだという
説明が、

ま ず 重 要 で あ ろ う。 と い う の は、 こ
の 説 明 に よ っ て、 ス チ ュ ワ

ー ド シ ッ プ 仮 説 同 様 に 情 報 仮 説

に おいても、 監査済財務諸表の提供 は、
何 も法律で強制されなく とも、 当事者間の私的

な問題

として行われうるという主張が可能になる し、 そのうえで、
信頼できる情報の提供を検討する

この仮説の重要性が明確となってくる からである。

３． 白
発的監 査に関する市 場の証拠

以上の説 明に基づく と、 監査は、
法的規制によってで はなく、 当 事者の自発的意思に

基づい

て 実 施 さ れ る と い う こ と に な る。 す な わ ち、 情 報 の 受 け 手 で
あ る プ リ ン シ パ ル は、 必 要

と す る

惰報をす べて公開するように工一ジェ ントに要求する に足 る強制力 を有しているので、
法律を

用 いて政府が規制を行わなくて も、 効果的な監査 が自発
的に行われるということになるのであ

る
。

事 実、 Ｗａｌｌａｃｅ 教 授 は、 米 国
以 前、 証 券 二 法 制 定 以 前、

ＳＥＣ の 規 制 を 受 け て い な い 分 野 の

三っに分けて考察 し、 市場の証 拠
としていく つもの事実を指摘 してい 孔 い ずれ も・ 法律で強

制されていない自発的な監 査制 度である。

米国以 前について は、 紀元前
５００－３００年のアテ ネの都市国家 で行われて いた国家の歳 入と

歳 出 に 対 す る 審 議 会 の 公 的 な 監 査、 １２ ・ １３ 世 紀 の 商 業
ギ ル ド の 例・ あ る い は

イ タ リ ア に お け

る大 航海時代 の船の船 長に対す る監査な どが指 摘される。 ま た英国にお いて は、
１８４４年の登

記法制定す ら、 そ の法律
が監査に対する新 しい需 要を生みだすものではなかった

一と指摘される

し、 １８５６ 年 ～ １９００ 年 の 法 定
強 制 監 査 で な か っ た 期 間 に お い て も、 多 く の プ ロ

モ ー タ ー や 経 営

者が自ら進んで監査を受けることによっ て自分自身を保証しようと していたこ
とが例証さ れる。

ま た 証 券 二 法 制 定 以 前 の 米 国 に つ い て は、 １９
２６ 年 当 時、 既 に ＮＹＳＥ に

上 場 さ れ て い た 企 業

の８２％ が公 認会計士によって監査されており、
そ の比 率は１９３４年の証券取引所 法を制定する

ための公聴会が開始さ れる 前には９４％ に達 していたとされる。 また、 証券
二法が制定される

以前か ら売上高に 関す る数字を公開していた企業と公 開していな かった企業を取り上げて、 そ

れ らの株価の 変化 を調 査したところ、 工一
ジェ ントは悪い 業績 を隠すために売上高に関する情

報 の公 開を 避 けて いた とい う仮 説 を支 持す る証 拠 はな かっ たと いう 指摘 も行 ㌔ さ らに・

ＮＹＳＥ が創設される以前、 １８８０ 年代およ
び９０年 代に既に米国企業が自発的に監査契約を締結
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し て い た と い う 証 拠、 な ら び に、 １８８２ 年 頃 ま で に は、 会 計 士 の 数 が 協 会 を 創 立 す る の に 十 分

で あ っ た こ と な ど を 挙 げ て い る。

また、 現在の米国に おいてＳＥＣ の規 制を受けていない分野に関 しては、 地方自治体の監査

の 例 を は じ め、 プ ラ イ ス ・ ウ ォ ー タ ー ハ ウ ス 会 計 事 務 所 の ク ラ イ ア ン ト の ８０％ が ＳＥＣ に 登 録

し て い な い 会 社 で あ る と い う 指 摘 を 行 っ て い る。

つ ま り、 証 券 二 法 は、 そ れ が 制 定 さ れ て か ら 今 日 に 至 る ま で 廃 止 さ れ た こ と が な か っ た の で、

そ れの 存在しない状況を想像すること は困難なことであるけれ ども、 経済的分析によれば、 監

査 は法律 がない状況においても十分存在す ると考えられるだけでなく、 むしろ法律が存在しな

い方が低コス トで効 果的に実施しうると主張す るのである。

し か し な が ら、 他 方 に お い て、 こ の Ｗａｌｌａｃｅ 教 授 の 主 張 に 反 対 す る 有 力 な 見 解 も 存 在 し て

いる。 その主張に従え ば、 証券
二法制定以前の監査 が制 定以後の監査と同 じ程度の 信頼 性を有

し た も の で あ っ た か ど う か と い う こ と に っ い て 疑 問 が 生 ず る こ と と な る。 す な わ ち、 た と え ば

Ｂｅｒｌｅ教授と Ｍｅａｎｓ教授は証券二法制定以前 の米 国の監査の水準を 「会計基準 が強化されず、

ま た法律が特定の規制を強制 しな いかぎり、 取締役とそのおかか え会計士は、 か ぎられた範囲

内 で、 好 き な よ う に 利 益 数 値 を で っ ち 上 げ る こ と が で き る」 と 酷 評 し て い る し
４）
、 Ｈａｗｋｉｎｓ

教授 も 『近代的財務報告制度 の発展』５） の中で証券法制定以前の ディ スク ロージャーの水準の

貧 弱 さ に っ い て 述 べ て い る。 あ る い は、
１９２６ 年 に Ｒｉｐｌｅｙ 教 授 が 行 っ た 大 企 業 経 営 者 の 会 計 操

作に 対す る厳しい批判を受け て ＡＩＡ が ＮＹＳＥ に申 し入 れた 財務報告制度の改 善に向けての両

者の 協力が ＮＹＳＥ に一蹴さ れたこと ことを見て も、 自発 的に行わ れていた監査 の水準が どの

程 度 の も の で あ っ た か は 推 し 測 る こ と が で き る の で あ る。

それは、 先のモ ニタ リング仮説も情報仮説も、 い ずれも、 経営者に対して財務情報を公開 す

る よ う に 外 部 か ら 強 い 圧 力 が か か っ て い る た め に、 経 営 者 は 自 ら コ ス ト を 負 担 し て で も そ う せ

ざ る
．
を 得 な い 状 況 に 置 か れ て い る と い う 状 況 の も と で 説 明 が 行 わ れ て い る の に 対 し て、 外 部 か

ら法的もしく は経済的圧力 の存 在しない場合の有効性の限界を も物語 っているといえるのであ

ろ ㌔ し か も、 ア メ リ カ に は ａｃｃｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ と い う 言 葉 が 存 在 し て お り、 「監 査 の 起 源 は 会 計

の起 源よりもほんの少 し遅れる時代 にま で遡ることができる。 …文明 が進 歩して、 他人の財産

をある程 度任される人が現われるようになる と、 任された人の誠実さを何 らか の方法でチェ ッ

ク す る こ と が 望 ま し い と い う こ と が 明 ら か に な る６〕」 と い う 文 章 や、 「独 立 し た チ ェ ッ ク あ る

いは統制 （検 査もしく は監査） を要求する考え方 は、 人 間の本質に深く根ざ している
７）」 とい

う文章が当然のこ ととして理解されている社会なので ある。

他 方、 ｓｔｅｗａｒｄｓｈｉｐ や ａ㏄ ｏｕｎｔａｂ 舳 ｙ と い う 言 葉 の 存 在 し て い な い わ が 国 に お い て は、 こ

れま でに広く任意監査 が行わ れた市場の証拠がないだ けでなく、 強制監査に対する根強い反対

が存在したという市場の証拠す ら存 在していた。 こ れにつ いては別稿
８）において考察 したとお

り で あ る。
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すなわち、 わ
が国においては、 明治４２年に

起こった 「日糖事件」 を契機として会計士監査

の必要性 が議 論さ れ始めたにもかかわらず、 監査
を担当す る職 業専門家の制度を創設するにつ

いて、 そ の後の経過は
惨惰たるものであった。 ま ず、 大正３年に 「会計監査士法案」

が帝国議

会 に提出されたものの不成立に終ったのを皮切り に、 大正４年には同法案の第
２回目と第３回

目の提出と 「会計士法案」 の提出が行わ れた ものの不成立。 大正５年には前記の
「会計監査士

法案」 と 「会計士法案」 の折衷案である 「会 計士法案」 の提出が行われ、 衆議院
を通過 した も

の の 不 成 立。 そ の 後、
同 法 案 は、 大 正 ７ 年、 ８ 年、

９ 年、 １４ 年 と 合 計 ５ 回 に わ た っ て 提 出 さ

れ た に も か か わ ら ず、
い ず れ も 貴 族 院 を 通 過 せ ず に 不 成 立。 昭 和 ２ 年 に い た っ て よ う や く・ 日

糖事件以来実に２０年近く の長い歳月 を経て、 当初とは大
きく名称の異なった 「計理士法」 が

成立 した という、 「独 立の公
会計 士監 査に対 する 抵抗 の」 市場 の証拠 が存 在して いる のであ

る ｇ〕
。

そ の よ う な 社 会 に お い て は、 ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ を
「会 計 責 任」 と い う 専 門 用 語 と し て で は な

く、「説明義務」
という一般用語 として理解す ることが何よりも重要であろう。

皿． 会計専門職の具備す
ぺき特徴

人 び と の 間 で 説 明 義 務 の 重 要 性 が 認 識 さ れ て い て、
プ リ ン シ パ ル が 能 動 的 に 工 一 ジ ェ ン ト を

コントロールしようと考えるとと もに実 際にそ れを行動に移す国であれば、 監
査済財務情報 の

公 開 は 効 果 的 に 行 い う る と 考 え ら れ る。 そ の よ う
な 国 と し て、 私 は・ そ こ に し ば ら く 住

ん だ 経

験 か ら、 イ ギ リ ス を 例 に
挙 げ て 考 え て み た い と 思 う。

イ ギリスならば、 財務関
連情報 だけでなく さらに対象を拡大 した社会関連情報 も財務関連情

報と同様の レベ ルで公開され る可能性があると考え られる。 それ は、 次の 三っ の視点
から説明

で き る で あ ろ う。 す な わ ち、 そ れ ら は、

ｌｌ〕 「一般投資家」 を 「社会」 と同一 に考え ることができること・

（２） ａｃｃｏ ｍ ｔａｂｉ１ｉｔｙ が 社 会 の 常 識 で あ る こ と、

１３〕 会 計 専 門 職 に は 共 通 の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー と し て ｐｕｂｌｉｃ の 概 念 が 備 わ っ て い る こ と・

の ３ 点 で あ る。

１． 「一般
投 資家」 を 「社会」 と同一に考えることができる

この点については、 証券投資家 中の個
人投資家と機関投資家の 占める比率のような数 字では

な く、 も う 少
し、 実 態 の 事 例 で 説 明 し

た い。 事 実、 個 人 投 資 家 の 比 率 は 日 本 も
イ ギ リ ス も ほ と

ん ど 相 違 は な い。

まず、 ロ ンドン
証券取引所 が見学者の大半を占めている中学・高校 生を 意識 して作成してい

る ビデオやパネ ルを 見る と、 証券取引
所の機能と して、 一国の経 済

を 支える企業の必要として
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いる資本と効率的な投資対象を捜 して いる国民との間の架け橋となっているこ とを ＰＲ し、 国

民一人一人の投資がこの国の経済を支え ていることを強調している。

こ れ だ け で あ れ ば、 そ れ は 証 券 取 引 所 の た ん な る ＰＲ に 過 ぎ な い の で は な い か と い わ れ る か

も 知 れ な い。 こ こ で、 も う 一 っ の 事 例、 す な わ ち、 イ ン グ ラ ン ド と ウ ェ ー ル ズ の 電 力 配 給 会 社

が民 営化された際にイ ギリス政府がとった行動 につ いて紹介しよう。

わ が国 の民営化事例 においては、
バブル崩 壊前の ＮＴＴ も崩壊後のＪＴ も、 ともに最低投資

資 金 は １ＯＯ 万 円 を 超 え て い た。 他 方、 イ ギ リ ス で は、 売 出 価 格 は １ 株 ２ ポ ン ド ４０ ペ ン ス で 最

低 購 入 株 式 数 は １ＯＯ 株、 つ ま り、 当 時 の レ ー ト で ６ 万 円 以 下 で 株 主 に な れ た。 し か も そ の 払 い

込 み は 分 割 も 可 能 だ っ た。 さ ら に、 予 想 配 当 利 回 り は ８，０３％ （当 時 の 預 金 金 利 は グ ロ ス で

１２％ 程度）、 自分 の住ん でいる地域の電力配給会社の株を持っと電力 料金の割引というイ ンセ

ン テ ィ ブ も つ い て い た。 ま さ に、 で き る だ け 多 く の 国 民 に 民 営 化 企 業 の 株 を 持 っ て も ら い た い

と い う 姿 勢 が 強 く 感 じ ら れ た の で あ る。

一般株主・投資家が多数 で、 しかもそ の存在が社会で重要視されている場合 には、 証 券投 資

家を一般国民と同一視すること、 すなわ ち社会全体をプリ ンシパ ルとみなすことが 可能 となる

で あ ろ う。

２． ａ㏄ｏ皿皿ｔａｂｉ１ｉｔｙ が 社 会 の 常 識 で あ る

次 に、 ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉ１ｉｔｙ が イ ギ リ ス 社 会 で は 常 識 で あ る と い う 点 に っ い て も、 実 態 に 即 し た

事 例 で 説 明 し た い。

上 記 の イ ギ リ ス の 電 力 配 給 会 社 の 民 営 化 に 際 し て は、 ＴＶ や 新 聞 な ど の マ ス コ ミ を 通 じ て、

膨 大 な コ マ ー シ ャ ル が 流 さ れ た。 が、 こ の コ マ ー シ ャ ル の 内 容 も ま た、 我 々 の 記 憶 に 新 し い、

ＮＴＴ やＪＴ の場 合とはずいぷん異なってい れ

その理由の第一 は、 マスコミ を通じてなされた膨大な宣伝活動の 目的が民 営化株の購入をあ

お る も の で は な く て、
電 力 配 給 会 社 の 株 式 が 一 般 に 公 開 さ れ る の で 「０２７２ － ２７２２７２ に 電 話 を

か け て、 目 論 見 書 を 請 求 し て 下 さ い」 と い う 一 点 に 集 中 し て い た こ と で あ る
ｍ〕
。

ま た、 新 規 公 開 以 後 の 企 業 経 営 者 の ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉ１ｉｔｙ の 例 と し て は、 毎 日 の よ う に ＴＶ

ニ ュ ー ス の 中 で 伝 え ら れ る 上 場 企 業 の 決 算 発 表 に 際 し て は、 た ん に ア ナ ウ ン サ ー が そ の 数 字 を

伝え るだ けでなく、 そ の業績 の理由 にっい て社長や 財務担 当重役が 直接 ＴＶ に 顔を出 してイ

ンタ ビュ アーの質問に答える。 新聞で伝え られる 各社 の株主総会の様子も、 株主と経営者のや

り 取 り を 読 む か ぎ り、 日 本 の よ う
な し ゃ ん し ゃ ん 総 会 で は な か っ た。

政 治 家 の ａ ㏄ｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ に っ い て は、 こ れ は も う、 日 本 の 状 況 と 比 べ る と、 た だ 唖 然 と し

て い る 他 な い く ら い、 イ ギ リ ス の 政 治 家 は た く さ ん 説 明 を す る。 慈 善 団 体 に っ い て も、 寄 付 の

依 頼 に 際 し て は、 必 ず、 収 支 報 告 書 が 同 封 さ れ て い る。 こ れ は 赤 十 字 で も、 Ｗ Ｗ Ｆ で も、

ＯＸＦＡ Ｍ で も 同 じ で あ っ た。
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こ の よ う な ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉ１ｉｔｙ が 社 会 全 体 の 常 識 と な っ て い る と こ ろ で は、 工 一
ジ ェ ン ト が 説

明 義 務 を 果 た す こ と に 抵 抗 が な い ど こ ろ か、 果 た す の が 当
然 で あ る と い う こ と に な る。

３． 会 計 専 門 識 に は 共 通 の ア イ デ
ン テ ィ テ ィ ー と し て 叫 ｂ１ｉｃ の 概 念 が 備 わ っ て い る

上 述 の よ う に 多 岐 に わ た る ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ を 検 証 す る こ と が 要 求 さ れ て い る 社 会 で は、
検

証する人が少なく ては、 その
責任を果たすことができな いことは想像に難くない。 イ

ギリスに

はおよそ１ ダー スの会計士協会があり、 会計士の人 数も１
０数万人にの ぼっているの であ 乱

詳 細 は 別 稿 に 譲 る がｌｌ〕、
イ ギ リ ス の 会 計 士 協 会 は 大 ま か に 次 の 三 っ の グ ル ー プ に 分 類 す る こ

と が で き る。

第１ グループは 「会社法の要求する株式 会社 の監査を担当することができる」 という条件で

くく れる４ 団体である。 それ らは、 三っの 地域別の勅許会計
士協会と公認会計士勅許協会であ

る 。

第２グループは、
主と して財務 会計 や監査以外の領域をその専門と していること もあ って 株

式 会社の監査を担当すること は認 められていないが、 協会その
ものは勅許状を受 けてい るもの

である。 これには管理会計
士勅許 協会と財政会計士勅許協会が含まれる。

これら二っの グルー プの６ 会計 士協会は、 数ある会計
士協会の中で も有力な 会計 士協 会と考

えられていて、 イ
ギリス の会 計士の歴史的展開を説明する際に は同等 の扱 いを 受けている。 し

か し な が ら、 イ
ギ リ ス に は、 こ れ ら 以 外 に、 中 小 規 模 で 勅

許 状 も 受 け て い な い い く つ か の 団 体

が 存 在 し て い る の で あ る。 （そ れ ら を 第 ３ グ ル ー
プ と し よ う。）

これ らのイ ギリス の会 計士団体の特徴は、

① 財務会計や監 査を 専門とする会計士団体だけでなく、 そ れら以 外の領域を専門に
してい

る会計士協会 が存在していることに端的に示されて いる よう に、 内容の多様性
を備えてい

る と と も に、

② 志願者の 学力や実務経験に応 じて どれかの会員となる ことを目指すことができるという、

難易度 の多 様性を備えているので、 個人的背景 が非常に
バラエティーに富んでいる多様な

人々 に会計士を目指させるという、 言わ ば裾野 を広く する効果をもたら
してい 乱

そ し て、 そ れ に 加 え て、 何 よ り も
重 要 な こ と と し て、

③ 各会計士協会が独自の シラ バスを用 意して、 自らが会計士を養成
しているということが

指 摘 で き る の で あ る。 も
ち ろ ん、 各 会 計 士 協 会 に よ っ て そ の 内 容 に は

差 が あ る と し て も、

こ の こ と に よ っ て、 当
然
、
会 計 士 が 会 計 士 と し て の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー を 強 く 共 有 す る こ

と と な る。

この最後の点について は、 日本 監査 研究学会の 「公認会計士
試験制度研究部会」 がまとめた

イ ギリスの勅許会計士試験制度の紹介 中に 「受験者は会計事務所と３年間の訓練契約の義務が

あ る」 と の 記 述 が あ る が１２〕、 こ の 義 務 の 意 味 す る
と こ ろ は 決 し て 小 さ く な い の で あ る。 す

な わ
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ち、 会 計 士 に な ろ う と 思 え ば、 ま ず、 会 計 事 務 所 訪 問 を し て、 そ こ で 受 験 生 と し て 受 け 入 れ て

も ら う 必 要 が あ る。 こ こ で、 会 計 士 が 見 て 会 計 士 に 向 い て い な い 人 は ふ る い 落 と さ れ る こ と と

な り、 会計士試験を受ける資格を 得る ことができないのである。

し か も、 そ の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー の 核 に、 ｐｕｂ１ｉｃ の 概 念 が あ る。 独 立 的 監 査 を 行 う 職 業 専

門 家 に 共 通 の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー と し て ｐｕｂ１ｉｃ の 概 念 が 備 わ っ て い れ ば、 工 一 ジ ェ ン ト か ら

監 査の 依頼を受けて監査報酬の支払を受 けても独立性の侵害要因とはならない し、 さ らに、
監

査対象 の拡充の可能性が高まることとなる のである。

１Ｖ． む す
ぴ に か え て

こ れ ま で 述 べ て き た よ う に、 株
主 と 経 営 者 と い う 典 型 的 な 工 一 ジ ェ ン シ ー 関 係 に お い て は、

た と え 法 的 強 制 が な く と も、 会 計 士 に よ る 独 立 チ ェ ッ ク が 行 わ れ る。 （図 １）

こ れ が 投 資 家 と 経 営 者 の 関 係 に な る と、 契 約 が 結 ぱ れ て い な い た め に、 図 １ の よ う な 工 一

ジ ェ ン シ ー 関 係 に は な い。 し か し、 社 会 で ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ が 認 識 さ れ て い れ ば、 た と え 法 的

強制がなく とも、 会 計士による独立チェックは行わ れ 乱 （図２） しかし・ 現実に は・ 投資家

保護のための 法的規制が実施されている。

この図２の財 務情 報が社会関連情報に拡大するのに必要な 条件は、

（１） 株主・一般投 資家 が多数であり、 その存在が社会で重 視さ れている こと

→ 社会 全体をプリンシパルとみなすことができる

１２〕 ａ㏄ｏｕｎｔａｂｉｌｉｔｙ が 社 会 全 体 の 常 識 と な っ て い る こ と

→ エ ー ジ ェ ン ト が ａｃｃｏｕｎｔａｂｉ１ｉｔｙ を 果 た す こ と に 抵 抗 感 が な い （果 た す の が 当 た り

前）

（３〕 独 立 監 査 を 行 う 職 業 専 門 家 （会 計 プ ロ フ ェ ッ シ ョ ン） に 共 通 の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー と し

て ｐｕｂｌｉｃ の 概 念 が 備 わ っ て い る こ と

経済的資源’権限 ■
１

由 委 託 ・ 受 託 関 係

Ａｇｅｎｔ

工 一 ジ ェ ン シ ー 関 係 【経 営者】

監
Ｌ ヱ 責

任⇒財務に関する説明義務
受 託 責 任 査

契

会計士 約

独 立 チ ェ ッ ク

図 １ Ｗａ１１ａｃｅ 教 授 の ス チ ュ ワ ー ド シ ッ プ 仮 説 に 基 づ く 構 造
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ｒ
一（将来〕経済的資源’権限一

１

自 （ 工一ジェフシー 関 係 雌 触 、 が、一

経ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ は

杜 会 で 認 識 さ れ て い る ）

じ
価 値 ・公 共 財的 特徴 ⇔ 麹捌

↓

財 務 情 報

営 者

会 計士

独 立 チ ェ ッ ク

（独立の 職業専門 家）

図 ２ Ｗａｌ１ａｃｅ 教 授 の 情 報 仮 説 に 基 づ く 構 造

監

査

契

約

ＰｒｉｎＣｉｐａ１ 概 念 の 拡 大 可 能 性
ｒ

（将 来） 経済的 資源’権限な ど

烹÷編
ユ

国：
潜 在 的 Ｐｒｉｎｃｉｐａ１

【 投 資 家】

社 会 の 常 識 ← ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ

潜 在 的 Ａｇｅｎｔ

【経 営 者】

↓Ｌ 社 会 関 連 情 報

独 立 チ ェ ッ ク 会計士

監

査

契

約

（独 立の職業専門 家）

図 ３ 私 見 に 基 づ く 包 括 的 構 造

→ 工一 ジェ ントか ら依 頼を受け ても独立 性に問題 はない と同時に、 監 査対象
の拡 充

の可能性がある

他 方、 わが国における
上記条件の 満足 度は、

ｌｌ） 株主・一般投資家の存在が社会 で重視されているとは言い難い、

１２〕 ａｃｃｏｕｎｔａｂｉ１ｉｔｙ に 相 当 す る 日 本 語 が 存 在 し て い な い （少 し ず っ 使 わ れ は じ め て は い る

が）、

１３〕 職 業 専 門 家 （会 計 プ ロ フ ェ ッ シ ョ ン） に 共 通 の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー と し て ｐｕｂｌｉｃ の 概

念 が 備 わ っ て い る と は 言 い 難 い、

ということで、 現状で は、 まず何より も、 説明義務の重要性を認識する
とともに、 会計 専門職

の 共 通 の ア イ デ ン テ ィ テ ィ ー と し て、 ｐｕｂ１ｉｃ の 概 念 の 重 要 性
を 認 識 す る こ と が 肝 要 な の で あ

る。
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注

１） と こ ろ で、 英 和 辞 典 の 翻 訳 につ い て だ が、 例 え ば、 研 究 社 の 『リ ー ダー ズ英 和 辞 典』 に よ る と、 ア

カ ウ ン タ ビ リ テ ィ は、
次 の よ う に 説 明 さ れ て い る

。

「説 明 義 務・ 実 施 義 務・ 特 に 《米 教 育》 公 立 学 校 （教 員） の 納 税 者 に 対 す る 成 績 責 任 〈学 校 の 資

金 や 教 師 の 給 料 の 配 分 が生 徒の 成 績 で 左 右 さ れ る〉」

こ こ で 述 べ ら れ て い る 教 育 に関 し て は・ 第 一 法 規 出 版 の 『新 教 育 学 大 事 典」 （１９９１ 年） に アカ ウ ン

タ ビ リ テ ィ と い う 項 目 が あ っ て、 概 略 次 の
よ う に 説 明 さ れ て い る。

「ア カ ウ ンタ ビ リ テ ィ は 個 人 や 組 織 な どが 効 率 的 な 方 法 で 目 的 を 達 した か どう か を 明 確 に す る 挙

証 責 任 で あ る。 教 育 に 関 して は、 児 童 生 徒の 学 力 達 成 度 を 測 定 す る こ と に よ り、 学 校 が市 民 や 教

育 行 政 当 局 に 対 し て 責 任 を と る こ と を 指す こ と が 多 い。 … し か し、 教 育 の 目 的 は多 岐 に わ た り、

教 育 に 関 係 す る 者 も 多 種 多 様 で あ る。 … し た が っ て、 … 価 値 か ら 離 れ て ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ を 論

じ る こ と は で き な い。」

こ の よ う に、 教 育 に 関 す る アカ ウ ンタ ビ リ ティ の 説 明 の 中 に も、 先 ほ ど の 『リ ー ダー ズ英 和 辞 典」

の 説 明 同 様、 会 計 に 関 す る 記 述 は 一 切 な い。

２） タ イ ト ル 中 の 「ア カ ウ ンタ ンシ ー」 は、 ア メ リ カ 英 語 に慣 れ て い る 耳 に は あ ま り な じ み の あ る 言 葉

で はな い か も 知 れ な い が・ イ ギリ ス 英 語 で 会計 専 門職 お よ ぴ そ の 仕 事 内 容、 場 合 によ っ て は・ 会 計 学

と 監 査 論 を 合わ せ た学 問 領 域 を 意 味 し て い る。

３） Ｗ ａ１１ａｃｅ，
Ｗ
．
Ａ
．，
丁脆ｅ 亙ｃｏ ｍ ｍ た Ｒｏκ ｏ∫ 肋ｅ 〃 ｄ 州 ｍ Ｆｍｅ ｍ ｄ 地 鰍’ 肋 ｄ Ｍα 伽 ‘ｓ （ ル ｄ倣 ｎｇ Ｍｏｍ－

○馴α助 ８ ノ），
Ｍａｃｍｉ１ｌａｎ Ｐｕｂ．

Ｃｏ．，
１９８５
．
（千 代 田 ・ 盛 田 ・ 百 合 野 他 訳 『ウ ォ ー レ ス の 監 査 論』 同 文 舘

出 版 ㈱
、
１９９１ 年

。
）

４） バ ー リ ・ ミ ー ン ズ 著、 北 島 忠 男 訳 『近 代 株 式 会 社 と 私 有 財 産」 文 雅 堂 銀 行 研 究 社、 １９５９ 年、 ２５２

ぺ 一 ジ
。

５） Ｈａｗｋｉｎｓ，
Ｄ
．
Ｆ
．，
丁肋 刀ｅｍ工ψ ｍθ刎 ｏ∫ Ｍｏｄｅｍ 〃 ｎｍ ｄα’Ｒ 助０７肋 ｇ Ｐ ｍ α｛ｃε∫ αｍｏｍｇ λ ｍθれｃαｍ Ｍ；ｏｎ一

ψαｃｍ れｍｇ Ｃｏゆｏｍ 物 ｍｓ，
ｉｎ 肋 ｅ 別 ∫ね η ｏ∫ λ ｍｅれｃ伽 Ｍ 伽 αｇ２ｍ 例ｆ，

Ｐｒｅｎｔｉｃｅ－Ｈａｌ１．
１９６９， ｐｐ．２４８－

２５７． （古 川 栄 一 監 訳 『ア メ リ カ 近 代 経 営 史」 日 本 経 営 出 版 会、 １９７２ 年、 １５２－１６０ ぺ 一 ジ。）

６） Ｂｒｏｗｎ．，
Ｒ
．，
λ 捌∫亡ｏη ｏグλ ㏄ｏ 舳 肋 ｇ ｍ ｄ λ ㏄ｏ 舳 勿 ｍｓ，

Ｆｒａｎｋ Ｃａｓｅ ＆ Ｃｏ．Ｌｔｄ．，１９０５ （ Ｎｅｗ ｉｍｐｒｅｓ－

ｓｉＯｎ，
１９６８）

， ｐ．
７４
．

７ ） Ｌｉｔｔ１ｅｔｏｎ，
Ａ
．
Ｃ
１．
λ ｃｃｏｍｍ向ｍｇ 万砂ｏ 〃 施ｏｍ ｆｏ ｊ９００，

Ｒｕｓｓｅｕ ＆ Ｒｕｓｓｅ１１．
１９３３ （Ｒｅｉｓｓｕｅｄ， １９６６）， ｐ．

２９６
．

８） 拙 稿 「『独 立 の』 『公」 『会 計 士』 に よ る モ ニ タ リ ン グ・ シ ス テ ム 構 築 に対 す る 抵 抗」 『企 業 会 計』 第

４５ 巻 第 ７ 号
、
１９９３ 年

。

９） ま た、 戦 後、 証 券 取 引 法 を 施 行 監 督 す る 機 関 と して、 米 国の ＳＥＣ に な ら っ て わ が 国 で も 当 初 は 証 券

取 引 委 員 会 が設 置 さ れ て い た が、 わ ず か ５ 年 間 で 廃 止 さ れ て しま っ た。 米 国 の ＳＥＣ が 準 司 法 的 機 関 と

し て 現 在 そ の 機 能 を 大 い に 発 揮 し て いる の を 見 る と き、 制度 創 設 後 早 々 と 施 行 監 督 機 関 を 廃 止 し て し

ま っ た わ が 国 の 姿 勢 に は・ 疑 問 符つ き で 注 意 す る 必 要 が あ る と 考 え る の であ 乱

１０） 早 速 私 も 取 り 寄 せ て み た が、 民 営 化 さ れ る １２ 社 の 概 要 を 説 明 し た Ａ ４ 判 ６４ ぺ 一 ジ の ミ ニ 目 論 見 書

を 含 み、 合 計 ３ 回 パ ンフ レッ ト が 送 ら れ て き れ し か も そ の 目 論 見 書 の 裏 表 紙 に は、 「株 価 は 値 上 が り

す る こ と も あ れ ば値 下 がり す る こと も あ 乱 必 要 が あ れ ぱ 専 門 家 に 相 談 を し て下 さ い」 とま で 書 い て

あ る。 ま さ に、 必 要 な 説 明を し た後 は 投 資 家 本 人 の 判 断 に 委 ね る と い う 姿 勢 が はっ き りと 出 て い た。

ＮＴＴ の 際 に は 目 論 見 書 な ど 論 外 で、 タ ー ミ ナ ル な ど で いき な り 申 し 込 み 用 紙 を 手 渡 さ れた し、 ＪＴ

の 際 で す ら、 新 聞 広 告 の 片隅 に 「申 し込 み を さ れ た 方 に は必 要 に 応 じ て 目 論 見 書 を 差 し 上 げ ま す」 と



１２ 社 会 関 連 会 計 研 究 第 ８ 号

い う 小 さ な 記 述 が あ っ た 程 度 で、
イ ギ リ ス の こ の 民 営 化 の や り 方 と は ず い ぷ ん 差 が あ っ た。 さ ら に っ

け 加 え る と、 こ の 当 時、 日 本 の 新 聞 に も こ のイ ギ リ ス の 民 営 化 企 業 の 株 式 売 出 し広 告
が掲 載 さ れ れ

広 告 の デ ザ イ ン は イ ギ リ ス と 日 本 で ほ とん ど 同 じ だ っ た が、 日 本 の 広 告 に は 「お 申 し込 み に 当っ て は、

各 社 の 目 論 見 書 を ご覧 く だ さ い」 と いう 記 述 は あ っ た も の の、 そ の 目 論 見 書 を 手 に入 れ る に は どう す

れ ぱ 良 い の か は どこ に も 書 い て な い し、 株 式 投 資 に 関 す る リ ス ク に っ い て の 注 意 書 き もな か っ ㍍

１１） 拙 稿 「イ ギ リ ス の 職 業 会 計 士 団体 の 現 況」 『同 志 社 商 学』 第 ４４ 巻 第 ２ 号、 １９９３ 年。

（１〕 第 １ グル ー プ

① イ ン グ ラ ン ド ・ ウ ェ ー ル ズ 勅 許 会 計 士 協 会 （ＴｈｅＩｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａｃｃｏｕｎｔａｎｔｓ ｉｎ Ｅｎｇ－

１ａｎｄ ａｎｄ Ｗ ａ１ｅｓ）

② 公 認 会 計 士 勅 許 協 会 （Ｔｈｅ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ ｏｆ Ｃｅｒｔｉｆｉｅｄ Ａ ㏄ｏｕｎｔａｎｔｓ）

③ ス コ ッ ト ラ ン ド 勅 許 会 計 士 協 会 （ＴｈｅＩｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ ｏｕｎｔａｎｔｓ ｏ
ｆ Ｓｃｏｔｌａｎｄ）

④ ア イ ル ラ ン ド 勅 許 会 計 士 協 会 （ＴｈｅＩｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ Ａ ㏄ｏｕｎｔａｎｔｓｉｎ Ｉｒｅ１ａｎｄ）

ω 第 ２ グル ー プ

⑤ 管 理 会 計 士 勅 許 協 会 （Ｔｈｅ ＣｈａｒｔｅｒｅｄＩｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｍａｎａｇｅｍ ㎝ｔ Ａ ㏄ｏｕｎｔａｎｔｓ）

⑥ 財 政 会 計 士 勅 許 協 会 （Ｔｈｅ ＣｈａｒｔｅｒｅｄＩｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｐｕｂｌｉｃ Ｆｉｎａｎ ㏄ ａｎｄ Ａ ㏄ｏｕｎｔａｎｃｙ）

（３） 第 ３ グル ー プ

⑦ 会 計 技 術 専 門 家 協 会 （Ｔｈｅ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ ｏｆ Ａ ㏄ｏｕｎｔｉｎｇ Ｔｅｃｈｎｉｃｉａｎｓ）

⑧ 会 社 資 金 管 理 者 協 会 （Ｔｈｅ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ ｏｆ Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ Ｔｒｅａｓｕｒｅｒｓ）

⑨ 原 価 ・ 管 理 職 会 計 士 協 会 （Ｔｈｅ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ ｏｆ Ｃｏｓｔ ａｎｄ Ｅｘｅｃｕｔｉｖｅ Ａ ㏄ｏｕｎｔａｎｔｓ）

⑩ 財 務 会 計 士 協 会 （ＴｈｅＩｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆＦｉｎａｎｃｉａｌ Ａ ㏄ｏｕｎｔａｎｔｓ）

⑪ 会 社 会 計 士 協 会 （ＴｈｅＩｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆＣｏｍｐａｎｙ Ａ ㏄ｏｕｎｔａｎｔｓ）

⑫ 法 律 事 務 所 出 納 担 当 者 協 会 （ＴｈｅＩｎｓｔｉｔｕｔｅ ｏｆ Ｌｅｇａ１ Ｃａｓｈｉｅｒｓ）

１２） 日 本 監 査 研 究 学 会 公 認 会 計 士 試 験 制 度 研 究 部 会 『公 認 会 計 士 試 験 制 度」 第 一 法 規、 １９９３ 年、 ４９

ぺ 一 ジ。

で あ る か ら、 非 常 に 難 しい 会 計 士 試 験 の 受 験 指 導 を も っ ぱ ら 專 門 学 校 に 任 せ て い る わ が 国 の 現 状 を

聞 い た イ ギ リ ス の 会 計 士 は、 一 様 に、 首 を か し げ る こ と に な る。 と い う の は、 試 験 に 合 格 し た あ と 会

計 事 務 所 訪 間 を し、 そ こ で 会 計 士 に 向 い て いな い と 判 断 さ れ て 就 職 で き な い 可 能 性 の あ る 受 験 生 は 不

幸 だ し、 他 方、 自 分 の 手 で会 計 士 を 育 て ら れ な い 会 計 士 も 不 幸 だ と い う の で あ る。


